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新年の挨拶
国土交通大臣　石井　啓一

平成 31 年という新しい年
を迎え、謹んで新春の御挨
拶を申し上げます。

昨年 10 月に第４次安倍改
造内閣が発足し、引き続き、
国土交通大臣の任に当たるこ
ととなりました。本年も国土
交通行政に対する皆様の変
わらぬ御理解と御協力を宜し
くお願い申し上げます。

昨年も平成 30 年７月豪雨、
台風 21 号、北海道胆振東部地震など、各地で多くの
自然災害が発生しました。これらの災害により犠牲と
なられた方々に対して謹んで哀悼の意を表しますととも
に、被害にあわれた方々に心よりお見舞い申し上げま
す。被災地の方々が一日も早く元の暮らしを取り戻して
いただけるよう、引き続き総力を挙げて取り組んでま
いります。

東日本大震災から本年の３月で８年が経過します。
被災地では復興への確かな歩みが見られますが、今
もなお多くの方々が避難生活を続けられております。
平成 32 年度までの復興・創生期間の総仕上げに向け、
一刻も早く生活や生業が再建できるよう、引き続き、
全力で取り組んでまいります。

気候変動の影響により更なる頻発・激甚化が懸念さ
れる自然災害等から国民の安全・安心を確保すること
は、国土交通行政の重要な使命です。昨年の一連の
災害を踏まえ、政府は重要インフラの緊急点検を行い、
12 月 14 日、「防災・減災、国土強靱化のための３か
年緊急対策」をとりまとめました。国土交通省として
これに集中的に取り組み、ソフト・ハードの両面から
の災害時のインフラ機能の確保等に万全を期してまい
りたいと思います。

また、危機管理面での対応、交通の安全・安心確
保への対応等に引き続き、しっかりと取り組んでまい
ります。

人口減少・超高齢化社会を迎えた我が国では、働
き手の減少を上回る生産性の向上によって潜在的な成
長力を高め、新たな需要を掘り起こすことは極めて重
要です。そのため、国土交通省のあらゆる分野で進め

られている「生産性革命」を更に推進し、本年を生産
性革命「貫徹の年」と位置づけ、成果として結実させ
ていきます。

国土交通省では、平成 28 年から生産性向上につな
がる先進事例を「生産性革命プロジェクト」として選定
し、着実に取組を進めてきました。本年からは、この「生
産性革命プロジェクト」を新たなステージに昇華させ、
AI や IoT 等を活用して安全・快適なまちづくりを進め
る「スマートシティ」の推進など、新たな取組にもチャ
レンジしてまいります。

本年 10 月１日に消費税率の引上げが予定されてい
ますが、需要変動の平準化、景気変動の安定化のた
めの対策として、住宅ローン減税の控除期間の 10 年
から13 年への延長及び一定の性能を満たす住宅を対
象にした新たなポイント制度の創設を追加的に行うこ
ととなりました。既に措置することが決定しているすま
い給付金の拡充などの対策とあわせて、経済に影響
を及ぼすことのないよう、万全を期してまいります。

また、昨年の臨時国会において、新たな外国人受
入制度を含む「出入国管理及び難民認定法及び法務
省設置法の一部を改正する法律」が成立しました。
本制度により、現場における担い手を確保することに
資するものと期待しております。

昨年の訪日外国人旅行者数は６年連続過去最高を
達成し、初めて 3,000 万人を突破しました。本年も、

「明日の日本を支える観光ビジョン」に掲げた 2020 年
4,000 万人、その消費額８兆円等の目標達成に向けて、
真の観光立国が実現できるよう取り組んでまいります。

さらに、経済の好循環を拡大するとともに、アベノ
ミクスの成果を全国津々浦々に浸透させ、地域におい
ても成長と好循環を実感できるようにするため、コンパ
クト・プラス・ネットワークの推進、人生 100 年時代
等に対応した居住環境の整備に取り組んでまいります。

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
の開催は、東京をはじめ各地域の魅力を発信する絶
好の機会です。大会の開催がいよいよ来年に迫って
きましたが、海上警備を含むセキュリティ対策、首都
地域の防災対策や渇水対応の強化、円滑な輸送の確
保など、大会の成功に万全を期してまいります。また、
訪日外国人旅行者、障害者、高齢者等にとっても安全・
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安心なユニバーサルデザインの街づくりや「心のバリ
アフリー」に取り組み、未来志向の交通・まちづくり
を積極的に推進します。

さらに、昨年 11 月には、2025 年国際博覧会の大
阪開催が決定されました。世界に日本をアピールする
絶好の機会であり、我が国経済にとっても大きな意義
を有するものと考えています。今後、会場へのアクセ
ス環境の整備等、政府一丸となって必要な取組を進
めてまいります。

【被災地の復旧・復興】
（東日本大震災からの復興・創生）

東日本大震災からの復興の加速は、政府の最優
先課題の一つです。発災当初は約 47 万人に上った
避難者は減少しましたが、昨年 11 月時点でもなお約
５万４千人の方々が避難生活を続けられております。一
刻も早く生活や生業が再建できるよう、引き続き総力
を挙げて取り組んでまいります。

復興道路・復興支援道路は、被災地復興のリーディ
ングプロジェクトとして早期整備を推進しており、三
陸沿岸道路の仙台〜宮古は、気仙沼市内を除き平成
31 年度までに開通、東北中央道の相馬〜福島は、平
成 31 年度までに常磐自動車道との接続を目指し、整
備を推進します。また、常磐自動車道については、復
興・創生期間内での一部四車線化の完成を目指すとと
もに、大熊 IC・双葉 IC の整備を推進してまいります。

JR 山田線については、三陸鉄道に運営移管し、本
年３月 23 日の運転再開を予定しております。また、JR
常磐線については、平成 31 年度末までに残る不通区
間である浪江駅〜富岡駅間の運転再開を目指していま
す。本年も、一日も早い全線開通に向けて取り組んで
まいります。

港湾関係では、東日本地域のエネルギー供給を支
える拠点として、小名浜港の国際物流ターミナル整備
を、平成 32 年度の完成に向け推進してまいります。

住宅再建・復興まちづくりについても引き続き、「住
まいの復興工程表」に沿って災害公営住宅の供給支
援や高台移転を推進してまいります。

観光関係では、風評被害を払拭するため、「東北６
県の外国人宿泊者数を 2020 年 150 万人泊」の実現
に向け、東北観光復興対策交付金による地域の取組
への支援、海外市場向けに東北の魅力を発信する集
中的なプロモーションを行います。特に福島県におい
ては、国内プロモーションや教育旅行の再生に向けた
取組への支援に取り組んでまいります。

（平成 30 年７月豪雨、台風 21号、北海道胆振東部
地震等の相次ぐ大規模自然災害からの復旧・復興）

昨年も、平成 30 年７月豪雨、台風 21 号、北海道
胆振東部地震など、大規模な自然災害が相次ぎ、防災・
減災の取組の重要性が再認識される１年となりました。
これらの自然災害により、地方公共団体が管理する公
共土木施設において、多くの被害が発生しました。国
土交通省としては、被災自治体が早期に災害復旧事

業に着手できるよう、被災直後の TEC-FORCE（緊
急災害対策派遣隊）による被害状況の調査や、災害
査定の効率化等の支援を行い、迅速に災害査定を実
施していくとともに、再度災害防止対策にも取り組ん
でまいります。

平成 30 年７月豪雨及び北海道胆振東部地震では、
関係団体と連携した応急的な住まいの情報提供を行
い、公営住宅や UR 賃貸住宅の空室提供や、応急仮
設住宅の供給を支援しました。今後、被災者の住ま
いの再建方法や再建場所の意向把握等を進め、住宅
金融支援機構の災害復興住宅融資を通じて、自宅の
再建・補修や災害公営住宅等の整備について支援し
てまいります。

道路分野においては、集中豪雨による土砂災害や
冠水などにより、多数の道路が被災しましたが、高速
道路及び直轄国道については、全区間で通行を再開し
ております。引き続き被災箇所の本復旧を進めるとと
もに、被災時の救急救命活動を支える道路ネットワー
ク機能を確保するため、道路法面・盛土対策や冠水
対策等に取り組んでまいります。

関西国際空港については、台風 21 号により旅客ター
ミナルや滑走路が浸水するなど大きな被害を受けまし
たが、被災から３日後の９月７日には第２ターミナルが
一部再開、14 日には第１ターミナルが一部再開し、21
日には旅客ターミナルが全面再開されました。関西国
際空港連絡橋については、本年のゴールデンウィーク
までに、連絡橋を完全復旧することを目標に作業を進
めます。

観光分野では、上記の関西国際空港の復旧に加え、
JNTO コールセンターの 365 日、24 時間の多言語対
応体制の確立など、関係省庁・機関とも連携し、様々
な場面における外国人旅行者の情報入手手段の多重
化を図り、災害等の非常時においても外国人旅行者
が安心して我が国を旅行できるよう緊急対策を決定し
ました。また、西日本における「ふっこう周遊割」や
北海道における「ふっこう割」による宿泊料金の低廉
化の支援等を実施しており、今後も更なる観光需要の
回復、増加に繋げるため各施策を引き続き着実に実施
してまいります。

鉄道分野では、平成 30 年７月豪雨の影響による斜
面崩壊などにより、多くの路線が被災しました。被災
した鉄道について、道路や河川などの関連事業と連携
して、早期復旧を図る取組などを実施しました。引き
続き、被災した鉄道が早期に円滑に復旧できるよう必
要な措置を講じてまいります。

港湾分野においては、平成 30 年７月豪雨の被災地
域である呉港にて、国が港湾管理者の要請を受けて
港湾管理を初めて代行し、漂流物の回収等を実施しま
した。また、台風 21号の高潮による神戸港コンテナター
ミナルの浸水、北海道胆振東部地震による苫小牧港
における液状化等の被害の発生に伴い、緊急点検を
実施した結果を踏まえ、全国の主要な港湾のターミナ
ル等において浸水対策、耐震対策等の緊急対策に注
力していきます。
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（熊本地震からの復旧・復興）
また、熊本地震が発生してからおよそ２年９ヶ月が

経過しましたが、生活再建の支援にあたり、被害にあ
われた方々の気持ちに寄り添いながら、災害公営住
宅の供給支援等、恒久的な住まいの確保に取り組ん
でおります。大きな被害を受けた阿蘇大橋地区につい
ては、国道 57 号北側復旧ルート、国道 325 号阿蘇大
橋の 2020 年度での全線開通を目標に復旧を進めてい
ます。また、JR 豊肥線や南阿蘇鉄道については、運
転を見合わせている区間の復旧工事が進められており
ます。引き続き、国土交通省の持つ技術力を結集し、
一日も早い復旧に努めてまいります。

【国民の安全・安心確保】
（防災・減災対策）

今後、気候変動の影響により頻発・激甚化が懸念
される水害・土砂災害・渇水被害、切迫する巨大地震・
津波災害や火山噴火等にも備えるため、防災・減災
対策をさらに強化する必要があります。昨年発生した
豪雨等でも、これまでに整備した施設が確実に効果
を発揮し被害を防止・軽減しており、こうした事前防
災対策が重要です。政府は、昨年の一連の災害を踏
まえ、重要インフラの緊急点検を行い、12 月14 日、「防
災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」をと
りまとめました。国土交通省では、重要インフラの総
点検の結果などを踏まえ、ソフト・ハードの両面から
67 項目の緊急対策を行ってまいります。具体的には、
ソフト対策として、災害時に命を守るため、ハザードマッ
プ等による必要な各種リスク情報の徹底的周知や外
国人旅行者等への情報提供体制の確保など国民等の
安全確保に資する体制強化等、ハード対策として、河
川・砂防等の防災のための重要インフラの機能強化等
により大規模な浸水・土砂災害・地震・津波・火山噴
火等による被害の防止・最小化等を図るとともに、道
路・鉄道・港湾・空港等の国民経済・生活を支える重
要インフラの機能強化等により、命を守るための災害
時の避難や救助、１日でも早く平常の暮らしや経済活
動を取り戻すための迅速な復旧・復興に不可欠な交通
ネットワークの確保等、ソフト・ハードの両面からの「防
災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に
集中的に取り組んでまいります。

平成 20 年４月に創設された TEC-FORCE は、こ
れまで東日本大震災をはじめ、平成 30 年７月豪雨や
北海道胆振東部地震など、全国の 91の災害に対して
のべ７万８千人を超える隊員を派遣し、被災状況の早
期把握や道路啓開など、全力で被災自治体の支援に
あたってまいりました。今後、TEC-FORCE の活動を
マネジメントする機能の強化や TEC-FORCE 隊員を
支援できる民間の人材の確保など、TEC-FORCE の
体制・機能の拡充強化に努めてまいります。

気象庁では、昨年５月１日に TEC-FORCE の気象・
地象情報提供班として活動する「気象庁防災対応支援
チーム」（JETT: JMA Emergency Task Team）の運
用を開始しました。平成 30 年７月豪雨、北海道胆振

東部地震等の際に派遣され、地方公共団体や各機関
の防災対応を支援しました。平成 31 年度には、JETT
を派遣するための体制の強化を計画しております。加え
て、平時には地方公共団体の防災担当者が避難勧告
の判断等の防災対応を実践的に学習できる「気象防災
ワークショップ」を一層推進するなど、地方公共団体
の防災対応力の向上をより的確に支援してまいります。

切迫する南海トラフ巨大地震や首都直下地震に対し
ては、「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」及
び「国土交通省首都直下地震対策計画」に基づき、
無電柱化の推進や緊急輸送道路における橋梁、住宅・
建築物等の耐震化、ブロック塀等の安全確保等によ
り、大規模地震への対応力の向上を図ります。また、「東
京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けた
首都直下地震対策ロードマップ」に基づき、列車の行
き先案内の多言語化や防災ポータルによる防災情報の
一元化・多言語化等の対策等を実施し、首都地域の
防災対策に万全を期してまいります。

昨年 10 月に判明した免震・制振装置における大臣
認定等への不適合は、建築物の所有者等に不安を与
え、かつ建築物の安全・安心に対する国民の信頼を
揺るがす行為であり、極めて遺憾です。国土交通省で
は、「免震材料及び制振部材に関する外部有識者委員
会」において、昨年 11 月より同様の事案の発生を防
止するため必要な対策を検討しているところです。ま
た、引き続き各社を指導し、所有者等の安心の確保
と再発防止の徹底について厳正に対処して参ります。

（将来を見据えたインフラ老朽化対策の推進）
我が国では、高度経済成長期以降に整備したイン

フラが今後一斉に老朽化すると見込まれることから、
インフラ長寿命化計画（行動計画）に基づく計画的な
維持管理・更新に引き続き取り組みます。

また、社会資本メンテナンス元年（平成 25 年）以
降の取組の実績や新たな知見等を踏まえ、今後 30 年
後までの維持管理・更新費の推計を行ったところ、「事
後保全」から「予防保全」へ切り替えることによる費
用の縮減効果が大きいことが分かりました。今後、予
防保全の考え方を基本としたインフラのメンテナンス
を国、地方公共団体などが一丸となって着実に進める
とともに、新技術やデータの積極的活用、集約・再編
等の取組による効率化を図り、持続的・実効的なイン
フラメンテナンスの実現を目指します。

さらに、「インフラメンテナンス国民会議」の活動を
通じて、新技術の開発・社会実装を後押しするなど、
メンテナンス産業の育成・活性化を図るとともに、全
国 10 地域に設立した地方フォーラムを活用し、地方
への展開を一層強化してまいります。あわせて、優れ
た取組や技術開発を「インフラメンテナンス大賞」に
おいて表彰し、広く共有してまいります。

（交通の安全・安心の確保）
平成 28 年１月の軽井沢スキーバス事故を受け、平

成 29 年度から 33 年度までの間、すべての貸切バス
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事業者の安全管理体制を確認することとしており、本
年度も引き続き貸切バス事業者をはじめ運輸事業者に
対して運輸安全マネジメント評価を実施し、輸送の安
全の確保に取り組んでまいります。

自動車分野では、平成 29 年９月以降、複数の自動
車メーカーにおいて型式指定車の完成検査に係る不適
切事案が発覚したことを受け、昨年、完成検査の記
録の書き換えをできなくする措置の義務化や勧告制度
の創設などを行いました。これに加え、経営層などに
対する取組状況の聴取や効果的な監査の実施に取り
組むなど、適切な完成検査の確保を図ってまいります。

また、平成６年度及び７年度に自動車損害賠償責
任再保険特別会計（現 自動車安全特別会計）から一
般会計に繰り入れられた積立金については、平成 30
年度の 23.2 億円に引き続き、平成 31 年度予算におい
て 37.2 億円に拡充されて繰り戻されることとなりまし
た。今後も引き続き、繰戻額の増額と積立金の取崩
額の着実な縮減を図るとともに、被害者救済対策等
の一層の充実に取り組んでまいります。

道路分野では、道路の防災性の向上、安全性・快
適性の確保等の観点から、昨年策定した「無電柱化
推進計画」に基づき、低コスト手法の普及や新設電
柱の立地制限の拡大など様々な施策に取り組み、無
電柱化を推進してまいります。台風 21 号の暴風によ
る電柱倒壊を踏まえ、市街地の緊急輸送道路のうち
電柱倒壊の危険度が高い区間について無電柱化を推
進してまいります。

昨年２月、福井県の国道８号で大規模な車両滞留
が発生したことを受け、除雪体制を強化するとともに、
従来であれば通行止めとなる状況においてもチェーン
装着車両を対象として通行を可能とする制度を導入す
るなど、大雪時の道路交通確保に向けた対策を推進
します。

高速道路での事故による死者数は依然として毎年
約 200 人を数えています。このため、高速道路の四車
線化等を計画的に進めるほか、逆走事故対策として、
大型矢印路面標示やラバーポール設置等の対策を継
続するとともに、逆走検知などの新技術を活用した対
策にも取り組んでまいります。

踏切については、ソフト・ハード両面から地域の実
情に応じた対策を実施するとともに、大阪北部地震で
の教訓を踏まえ、長時間遮断時に優先的に開放する
踏切への指定等や踏切の立体交差化を推進してまい
ります。

また、自転車活用推進計画に基づき、私を本部長
とする自転車活用推進本部を中心に、政府一体となっ
て、自転車通行空間の計画的な整備、シェアサイクル
の普及促進、サイクルツーリズムの推進等、自転車の
活用の推進に向けて取り組んでまいります。

鉄道分野では、平成 28 年 12 月に発生した新幹線
の台車にき裂等が生じる重大インシデントなど社会的
影響の大きい鉄道の輸送トラブルが続けて発生したこ
とを踏まえ、「鉄道の輸送トラブルに関する対策のあり
方検討会」を開催し、昨年７月に必要な対応策などを

とりまとめました。その結果を踏まえ、新幹線をはじ
めとする鉄道の安全・安定輸送の確保に向けた取組
を進めてまいります。

また、昨年９月の台風の来襲に備え、鉄道事業者
各社が行った「計画運休」の対応等について、関係者
が情報共有を行うとともに今後の計画運休のあり方等
について検討を行うため、「鉄道の計画運休に関する
検討会議」を開催し、計画運休の実施や運転再開に
あたっての安全確認、利用者への情報提供に係る中
間とりまとめを行いました。今後は、地方自治体への
情報提供の仕方や計画運休する時間の表現方法、計
画運休の際の振替輸送のあり方等について、引き続き
検討を行ってまいります。

さらに、近年の豪雨災害の頻発化・激甚化を受けて、
鉄道事業者が行う河川橋りょうの流失・傾斜を防止す
るための対策や鉄道に隣接する斜面からの土砂流入
を防止するための対策を支援してまいります。

航空分野では、日本貨物航空における不適切な整
備処置や整備記録の改ざんを受け、昨年７月、同社
に対し事業改善命令等を行い、必要な再発防止策の
報告を指示しました。また、昨年 10 月、運航乗務員
の飲酒に関する不適切事案の発生を受け、「航空従事
者の飲酒基準に関する検討会」を設置し、昨年 12 月、
アルコール濃度に係る数値基準の新設や検査機器に
よるアルコールチェックの義務付けなどの基準案を取
りまとめました。本年も、航空の安全に対する信頼を
できる限り早急に回復できるよう、必要な措置を講じ
てまいります。

また、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競
技大会等の大規模イベントの開催を目前に控え、セ
キュリティ確保に向けた政府全体の取組の中で、国土
交通省としても、特にソフトターゲットのテロ対策につ
いて省内横断的な検討体制において、引き続き取組を
推進してまいります。空港では、ボディスキャナーなど、
先進的な保安検査機器を導入し、保安検査の高度化
を図ってまいります。

（戦略的海上保安体制の構築等の推進）
尖閣諸島周辺海域での中国公船による領海侵入に

加え、日本海大和堆周辺海域における多数の北朝鮮
漁船による違法操業が確認されたほか、昨年は北朝
鮮からのものと思料される木造船の漂流・漂着件数が
過去最大となるなど、我が国周辺海域を取り巻く状況
は益々厳しさを増しています。海上保安庁では、尖閣
諸島周辺海域の領海警備に万全を期すとともに、日本
海側のしょう戒体制を強化し、不審事象の早期発見
等に努めております。本年も「海上保安体制強化に関
する方針」に基づく体制強化を着実に進め、領土・領
海を堅守し、国民の皆様が安全・安心に暮らすことが
できる平和で豊かな海を守り抜いていく所存です。

【力強く持続的な経済成長の実現】
（生産性革命「貫徹の年」）

人口減少・超高齢化社会を迎えた我が国では、働
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き手の減少を上回る生産性の向上によって潜在的な成
長力を高め、新たな需要を掘り起こすことは極めて重
要です。そのため、国土交通省のあらゆる分野で進め
られている「生産性革命」を更に推進し、本年を生産
性革命「貫徹の年」と位置づけ、成果として結実させ
ていきます。

建設現場の生産性向上を目指す i-Construction に
ついては、土工、舗装工、浚渫工、維持管理分野、
建築（官庁営繕）分野等への ICT の導入を拡大する
とともに、積算基準の改定や自治体発注工事に対す
る専門家の派遣等、自治体や中小企業が更に ICT を
導入しやすくなるような環境整備を推進しております。
本年は、道路工事であれば、土工や舗装工などの工
事の一部だけでなく、地盤改良工や付帯構造物工な
どへ ICT 導入拡大を進め、一つの工事全体で３次元
データや ICT 等の新技術を一貫して活用できる基準
等の整備を行います。さらに、３次元データ等を活用
して i-Construction の取組をリードするモデル事務所
を設置し、設計から維持管理までの先導的な３次元
データの活用や ICT 等の新技術の導入を加速化して
参ります。また、中小企業等の ICT 活用の普及・促
進に向けた環境整備や、コンクリートの施工の効率化、
国庫債務負担行為の活用等による施工時期等の平準
化についても着実に取組を進めて参ります。

また、実用段階に達していない新技術の導入・促進
等に取り組むとともに、建設現場のデータのリアルタ
イムな取得・活用などの革新的技術を導入・活用する
モデルプロジェクトを始動するなど、建設現場への一
層の新技術の導入を推進しております。また、平成 30
年度補正予算による政府出資金を活用し、国土強靱
化、生産性向上等に資する革新的技術の公共事業等
への活用を推進すべく、産学連携、産産連携による
研究開発の支援を検討しています。

今後はこれらの取組の中で取得、活用される構造
物の３次元データや地形、地盤情報等を集約・共有し、
サイバー空間上に国土を再現するインフラ・データプ
ラットフォームの構築を進めます。このプラットフォー
ムと防災や交通、民間や自治体のデータなどとを連携
し、行政サービスの高度化や官民連携による新しい産
業やサービスの創出を図って参ります。

道路分野においては、ETC2.0 等のビッグデータを
活用し、渋滞箇所の状況をきめ細かく把握・整理し、
効果的なピンポイント渋滞対策を引き続き推進してま
いります。また、高速道路において、混雑状況に応じ
た戦略的な料金体系を検討してまいります。

不動産市場については、ESG（環境・社会・ガバナンス）
投資などの考え方に沿った中長期的な投資を多様な投
資家から呼び込む環境整備を行うなど、2020 年頃に
リート等の資産総額を約 30 兆円にする政府目標の達
成に向けた取組を進めてまいります。

都市分野においては、民間事業者による都市公園
の活性化（Park-PFI）、民間都市開発に伴う帰宅困難
者用一時滞在施設等の確保や BCD（業務継続地区）
の整備促進、スタートアップ企業を支援する創業支援

施設等の創出など、「官民ボーダレス化」などによる
魅力と競争力を備えた都市空間の創造に取り組んでま
いります。

河川分野においては、地域の経済活動・社会活動
の生産性を向上させるため、既存の河川空間や堤防
整備等により新たに生じる河川空間の民間事業者によ
る活用を推進してまいります。

港湾分野においては、コンテナターミナルにおいて、
世界最高水準の生産性と良好な労働環境を有する AI
ターミナルを実現するための取組を進めてまいります。
また、増大するクルーズ需要やクルーズ船の大型化に
対応するため、既存ストックを活用したハード・ソフト
両面の取組みとともに、官民連携による国際クルーズ
拠点の形成を進めます。

航空分野においては、首都圏空港について世界最
高水準の発着容量年間約 100 万回を目指し、必要な
取組を進めてまいります。羽田空港については、飛行
経路見直しに必要な施設整備、騒音対策、落下物対
策等を進めるとともに、丁寧な情報提供を行い、国際
線増便に向けた準備を進めます。また、成田空港につ
いても地元合意に基づき、騒音対策、落下物対策等
を行いつつ、第三滑走路の整備等の機能強化を進め
てまいります。さらに、航空交通量の増大に対応する
ため、国内管制空域の再編に向け、業務実施体制の
整備を進めます。

また、空港での地上支援業務や維持管理業務の省
力化・効率化のため、貨物牽引車の自動走行の実証
実験等を官民連携して実施してまいります。また、空
港での搭乗関連手続きの円滑化と旅客負担を軽減す
る FAST TRAVEL の実現のため、顔認証等の最先
端の技術・システムを導入する取組を進めてまいります。

海事分野においては、実海域における遠隔操船実
証の実施など、自動運航船の実用化に向けた取組の
加速化をはじめ、造船・海運分野や海洋開発分野の
国際競争力向上を図る「i-Shipping」や「j-Ocean」の
取組を着実に進めるとともに、造船市場における公正
な競争条件の環境整備を推進してまいります。また、

「内航未来創造プラン」の着実な実施や優秀な船員の
養成・確保により、安定的かつ持続的な海上輸送の
確保を図ってまいります。環境対策については、GHG
排出削減戦略の実現に向けた取組や SOx 規制強化の
対応を加速化させるとともに、海難事故により船舶の
残骸や燃料油による損害が発生した場合の被害者補
償を確保するための環境整備に取り組んでまいります。

物流分野では、物流事業の労働生産性を 2020 年
度までに 2015 年度に比べて２割向上させることを目標
に、物流総合効率化法の枠組み等による共同物流等
の取組への支援や、受取方法の多様化等による宅配
便の再配達の削減など、関係者の連携・協働による
物流効率化を促進してまいります。併せて、過疎地域
等におけるドローンによる荷物配送や「物流・商流デー
タプラットフォーム」の構築等、物流分野における新
技術の積極的な活用を図ってまいります。

また、トラック輸送の省人化を図るため、本年１月の
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ダブル連結トラックの本格導入に向け、特車許可基準
の車両長の緩和に取り組みます。さらに、昨年３月に
創設した「重要物流道路制度」に基づき、今年度末
を目処に物流上重要な道路輸送網を「重要物流道路」
として指定し、平常時・災害時を問わない安定的な輸
送を確保するための機能強化や重点支援・投資を行っ
てまいります。加えて、特車許可の審査の迅速化に取
り組むとともに、ダブル連結トラック、トラック隊列走
行の実現に向け、安全な走行空間の確保等のインフラ
面での事業環境整備について検討してまいります。

鉄道分野では、新幹線の新大阪駅について、リニ
ア中央新幹線、北陸新幹線等との結節機能強化や容
量制約の解消を図り、全国につながる新幹線ネットワー
クの充実を図るとともに、新大阪駅を全国の新幹線ネッ
トワークのハブとして位置付ける「地方創生回廊中央
駅構想」の実現に向け、平成 31 年度より所要の調査
を実施し、この取組の具体化に取り組んでまいります。
また、メンテナンスの効率化・省力化のため、平成 31
年度は AI やカメラを活用して線路の検査に係る負担
を低減する技術開発や無線等による列車の位置検知
システムの簡素化に関する技術開発等を推進してまい
ります。さらに、高架構造等で実現されている自動運
転について、踏切等のある一般的な路線への導入に
向け、安全性や利便性の維持・向上を図るための技
術的要件についても検討を行ってまいります。

自動車の自動運転については、引き続き、車両の
技術基準等の必要なルールの整備や、自動運転技術
の開発・普及促進、道の駅等を拠点とした自動運転
サービスの実証実験、ニュータウン等における自動運
転サービスの検討等、自動運転の社会実装に向けた
取組を推進してまいります。

タクシー・バス事業においては、定額タクシーや大
型バスドライバーの効率的な運用等の実証実験を実施
したところです。今後、制度化に向けた検討を行うなど、
新たなサービス等の導入や繁忙期の観光ニーズへの対
応による利用者利便の向上を図ってまいります。

気象分野では、気象データを活用した新たなビジネ
スの創出を図るため、平成 29 年３月に設立された「気
象ビジネス推進コンソーシアム」を通じ、企業間のマッ
チングを更に実現させてまいります。また、あらゆる産
業の基盤となる気象データのオープン化・高度化を図
るとともに、これらの気象データの利活用促進にも一
層取り組んでまいります。

これに加え、研究開発や新しいビジネス領域の開拓
等を促進するため、民間企業等によるデータ利活用を
進めることも重要です。

公共交通分野においても、運行情報等のオープン
データ化の推進を図るため、官民の関係者で構成す
る検討会を継続的に開催するとともに、オープンデー
タを活用したスマートフォンアプリによる実証実験を官
民連携して実施するなど、引き続き取組を推進してま
いります。

バス・トラックの生産性向上をはじめ新たな交通サー
ビスの創出に向け、民間からの提案募集の結果を踏

まえて、官民連携での ETC2.0 データの活用を推進し
ます。あわせてAIによる画像解析の活用など、道路ネッ
トワーク全体の情報収集を充実し、人や自転車等を含
めた新たな調査体系や共通情報基盤を構築し、地域
のモビリティサービスの強化に取り組んでまいります。

自動運転、ICT 施工等の幅広い分野での生産性向
上、新産業創出等を支えるため、高精度測位や３次
元地図をいつでも・どこでも・誰でも活用できるよう、

「電子基準点網」の拡充・高度化及び「基盤地図情報」
に基づく地図インフラの利活用を推進してまいります。

海洋情報分野では、海洋状況把握（MDA）の能力
強化に向けた取組の一つとして、各関係府省等が保
有する広域性・リアルタイム性の高い様々な海洋情報
を集約し、民間事業者、行政機関等に共有・提供する

「海洋状況表示システム」を運用します。

（現場を支える技能人材の確保・育成等に向けた働き方改革）
社会全体の生産性向上に加え、産業の中長期的な

担い手の確保・育成に向けて働き方改革を進めること
も重要です。

建設業では、適正な工期設定や週休２日の推進な
ど、関係者一丸となった取組が不可欠です。政府で
策定した「適正な工期設定等のためのガイドライン」
の周知・徹底はもとより、建設業法等の改正に向け、
引き続き実効性のある施策を講じてまいります。また、
本年４月より本運用が開始される「建設キャリアアップ
システム」により建設技能者の経験や技能を業界横断
的に蓄積し、その処遇改善につなげてまいります。あ
わせて、建設技能者に必要とされる技能の習得を継
続的に行う建設リカレント教育や多能工の推進などの
人材育成も進めてまいります。

自動車運送事業では、昨年５月に策定された「自動
車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計
画」に基づく取組をさらに加速させるとともに、物流
機能を安定的・持続的に確保するため、荷主企業や
利用者などの理解と協力を得つつ、関係省庁と連携し
ながら「ホワイト物流」推進運動を進めることにより、
働きやすい労働環境の実現等への協力を呼びかけて
まいります。

（生産性を向上させる社会資本整備の戦略的な推進）
社会資本整備については、厳しい財政制約の下、

安全・安心の確保や生産性向上などのストック効果を
最大限発揮できるよう、重点投資を加速させることが
必要です。このため、まずは現下の低金利状況を活
かし、昨年台風 21 号による被害を受けた関西国際空
港について、財政融資を活用し、護岸の嵩上げや電
源設備等の浸水対策等の防災機能の強化を進めると
ともに、高速道路について、昨年度に引き続き、財政
投融資を活用して、暫定二車線区間の機能強化による
防災減災対策、生産性向上のための新名神高速道路
の六車線化を行うこととしています。

これに加え、整備新幹線、リニア中央新幹線や、
地域産業の生産性向上に直結するインフラ等を重点
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的かつ戦略的に整備してまいります。
新幹線については、北陸新幹線（金沢・敦賀間）及

び九州新幹線（武雄温泉・長崎間）において建設費
が増加する見込みとなりましたが、平成 31 年度予算
の編成過程において、両区間についての安定的な財
源見通しを立てたところであり、平成 27 年１月の政府・
与党申合せにおける完成・開業目標時期の確実な実
現に向け、着実に整備を進めてまいります。また、北
陸新幹線（敦賀・新大阪間）については、駅・ルート
の公表に向けた詳細調査、環境影響評価の手続きを
着実に進めてまいります。九州新幹線（西九州ルート）
の今後の整備のあり方については、昨年与党において、
今後はフル規格又はミニ新幹線のいずれかの方式を
選択すべく検討を進めることとされたことを踏まえ、引
き続き与党における検討に、しっかり対応してまいり
ます。さらに、基本計画路線を含む幹線鉄道ネットワー
ク等のあり方に関する調査については、単線による新
幹線整備その他の効果的・効率的な整備手法等の具
体的な調査に取り組んでまいります。

リニア中央新幹線については、昨年、品川・名古屋
間における電気関係設備の整備等に係る工事実施計
画（その２）及び大深度地下使用の認可を行ったとこ
ろであり、建設主体のJR 東海において、2027 年の品
川・名古屋間の開業に向け、品川駅や名古屋駅、南
アルプストンネルの工事等に本格的に取り組んでいく
ことになります。国土交通省としても、引き続き、この
事業が安全かつ着実に進められるよう、必要な支援
を行ってまいります。

また、リニア中央新幹線の開業により東京・大阪間
は約１時間で結ばれ、三大都市圏がそれぞれの特色
を発揮しつつ一体化するスーパー・メガリージョンの
形成が期待されています。それらの効果を全国に拡大
し最大化するため、必要な検討を進めてまいります。

下水道についても、地域の汚水処理事業の持続可
能性を確保するため、全都道府県に対して平成 34 年
度までに「広域化・共同化計画」を策定するよう要請
したところです。国土交通省としても、実効性のある
広域化・共同化計画の策定が促進されるよう、具体策
の提示や事例集の作成などにより積極的に関与してま
いります。

（民間投資やビジネス機会の拡大）
厳しい財政制約の下、経済成長を持続させるために

は民間活力の活用が不可欠であり、多様な PPP/PFI
を推進することが重要です。コンセッションについて
は、本年は福岡空港、愛知県国際展示場等において
事業が開始される予定です。引き続き、空港、道路、
下水道、公営住宅、クルーズ船向け旅客ターミナル施
設、MICE 施設といった分野においてコンセッション
等の導入を推進してまいります。併せて、産官学金の
協議の場となる地域プラットフォームを通じた案件形成
を推進するとともに、人口 20 万人未満の地方公共団
体を重点的に支援してまいります。

我が国企業のビジネス機会を拡大するには、旺盛な

海外需要を取り込むことも重要です。我が国の強みと
する「質の高いインフラシステム」の海外展開について、

「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画 2018」
に基づき、各国ごとの重点プロジェクトに対するトップ
セールスや、案件形成に向けた官民インフラ会議等の
開催、新興国等への制度整備支援を通じたビジネス
環境の改善等を行うとともに、平成 31 年度に向けて
同計画の改定も行ってまいります。また、昨年８月に
施行された「海外社会資本事業への我が国事業者の
参入の促進に関する法律」に基づき、８分野 15 の独
立行政法人等が主要業務の一つとして民間企業の海
外展開支援を本格的に支援することになりましたが、
政府として、引き続き、独立行政法人等の活動を後押
しし、官民一体となったインフラシステムの輸出拡大
を図ってまいります。併せて、㈱海外交通・都市開発
事業支援機構（JOIN）などの活用や、海外でのイン
フラフォーラムの開催等を通じた海外企業とのマッチン
グ支援により、中堅・中小企業を含む我が国企業の
積極的な海外市場への参入を促進してまいります。

（観光先進国の実現に向けた取組の推進）
観光は地方創生の切り札、成長戦略の柱です。「明

日の日本を支える観光ビジョン」に掲げた 2020 年訪
日外国人旅行者数 4,000 万人、訪日外国人旅行消費
額８兆円等の目標達成に向けて、地方誘客と消費拡
大に向けた取組を推進し、「観光先進国の実現」に取
り組んでまいります。

まずは、地方に来ていただくため、我が国への玄関
口となる空港での搭乗関連手続を顔認証により一元化
する「One ID」の導入や、スマートフォンによる移動・
滞在環境整備など、IT の力を最大限活用し、最先端
の旅行環境を実現します。また、先進的なデジタルプ
ロモーションを推進するとともに、近隣のアジア諸国
において増加するリピーターや個人客の確実な取り込
みや、欧米豪市場を対象としたグローバルキャンペー
ン、中南米・中東などの新たなマーケットの観光需要
の取り込みや全国 27 の「訪日誘客支援空港」への支
援等を通じた地方空港への国際線就航促進にも一層
力を入れてまいります。

また、広域的に渋滞が発生している観光地において、
ICT・AI 等の革新的な技術を活用し、エリアプライシ
ングを含む交通需要制御などのエリア観光渋滞対策
の実証実験を推進します。

２つ目に、地方での満足度を向上させるため、文化
財や国立公園などにおける多言語解説の充実や、魅力
ある公的施設・インフラの大胆な開放・公開、ナイト
タイム活性化等を通じた「コト消費」の拡大に重点的
に取り組むことによって、利用者目線でインバウンド向
けの設備投資を強化し、「稼ぐ」観光地への改革を目
指します。

３つ目に、地方での滞在日数を増加させるため、古
民家活用による高付加価値な宿泊施設を創出するとと
もに、旅館における生産性向上を図ることで、「稼ぐ」
旅館への改革を後押ししていきます。これと併せて、
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健全な民泊サービスの普及や地域の取組を支える世界
水準の DMO の形成・育成にも取り組みます。

これらの施策について、本年１月より新たに徴収が
開始される国際観光旅客税の税収も活用しながら、
政府一丸、官民一体となって取り組んで参ります。

【豊かで活力のある地域づくり】
（コンパクト・プラス・ネットワーク）

コンパクト・プラス・ネットワークについては、昨年
８月末までに立地適正化計画の作成に取り組む市町
村が 420 都市、作成・公表した市町村が 177 都市と
着実に増加しております。これを踏まえ、さらなる裾
野の拡大を図るとともに、引き続き、省庁横断的な枠
組を通じて支援施策の充実、モデル都市の形成・横
展開、取組成果の見える化を進め、市町村の取組を
支援してまいります。また、都市内部で空き地等がラ
ンダムに発生する「都市のスポンジ化」に対応するため、
空き地等の集約再編・利用促進を図る仕組み等を盛
り込んだ改正都市再生特別措置法が昨年７月に施行
されました。創設した各種ツール（低未利用土地権利
設定等促進計画、立地誘導促進施設協定等）を市町
村に有効に活用頂けるよう、万全のサポートに取り組
んでまいります。

また、地域公共交通については、地域の公共交通
のビジョンである「地域公共交通網形成計画」が昨年
11 月末までに 438 件策定される等、持続可能な地域
公共交通ネットワークの実現に向けた取組が各地で進
められています。計画策定や地方鉄道やバス路線等の
地域公共交通の確保維持にかかる支援の他、人材・
ノウハウ面の支援により、これらの取組を積極的に支
援してまいります。一方で、利便性の高い地域公共交
通ネットワークの実現を促進するためには、事業者間
の連携や協働が重要です。このため、このような事業
者間の取組を円滑化するために必要な競争政策の見
直しについて、各地域の実情を踏まえながら、公正取
引委員会をはじめとした関係省庁と連携して、検討を
進めてまいります。また、このような競争政策の見直
しも含めた、地方部を中心とした移動手段の確保や運
転手不足等の諸課題に対する地域公共交通政策のあ
り方についても検討を進めてまいります。

複数のモードの検索・予約・決済を一括で提供する
MaaS（マース。Mobility as a Service）を含む新た
なモビリティサービスの推進に向けては、移動の利便
性や効率性の飛躍的な向上をもたらし、公共交通の
利用の増加等により、都市や地方が抱える交通サービ
スの様々な課題の解決につながる可能性があります。
このため、日本型 MaaS のあり方や新モビリティサー
ビスにおける今後の取組について検討を進めていくと
ともに、実証実験に対する支援、新たなモビリティの
走行空間の確保や、交通ターミナルなどの乗り換え拠
点の整備についても重点的に進めてまいります。

（スマートシティ構想）
AI・IoT 等を活用して安全・快適なまちづくりを進

める「スマートシティ」については、昨年 11 月に日本
経済団体連合会と意見交換を行い、Society5.0 時代
のスマートシティの実現に向けて連携・協力していくこ
とを合意し、国土交通省内に「スマートシティプロジェ
クトチーム」を設置しました。引き続き、関係省庁と
一体となって、関係団体や企業、自治体等と連携して
モデル事業を実施するなど、スマートシティの推進に
向けて取り組んでまいります。

（安心して暮らせる住まいの確保と魅力ある住生活環境の整備）
既存住宅流通・リフォーム市場の活性化に向けて、

中古住宅のマイナスイメージを払拭するため、耐震性
があり、インスペクションの結果、構造上の不具合及
び雨漏りが認められない等の一定の要件を満たす既
存住宅について国が商標登録したロゴマークを事業者
団体が広告時に使用することを認める「安心 R 住宅」
制度の取組を進めてまいります。

空き家対策については、「空家等対策の推進に関す
る特別措置法」に基づき個々の地方公共団体による
除却・利活用等に対する支援と併せ、地方公共団体等
が空き家対策情報の共有化を図るための「全国空き家
対策推進協議会」の設置等への支援も行っておりま
す。また、小規模の戸建て住宅等を他の用途に変更す
る場合の規制の合理化など、既存建築ストックの有効
活用を進めてまいります。さらに、空き家等の流通・マッ
チングや再生を図るため、「全国版空き家・空き地バン
ク」の活用促進や、クラウドファンディング等の手法を
用いた空き家等の遊休不動産の再生を促進するため、
ガイドラインの作成等を進め、不動産特定共同事業等
の不動産証券化の活用を支援します。今後とも、空き
家の利活用・流通促進に官民総力戦で取り組んでまい
ります。

加えて、若年・子育て世帯や高齢者世帯等が安心し
て暮らせる住生活を実現するため、地方公共団体や関
係省庁と連携し、新たな住宅セーフティネット制度に
基づき、民間の空き家・空き室を住宅確保要配慮者
向けの賃貸住宅として活用する取組を進めるとともに、
住宅金融支援機構の住宅ローン金利の引下げを通じ
た若年・子育て世帯の住宅取得等の支援、サービス
付き高齢者向け住宅の整備等を進めてまいります。

住宅・建築物の省エネ化を推進するため、平成 29
年４月から住宅以外の大規模な建築物の新築に際し
て、省エネ基準への適合を義務化したところです。ま
た、省エネ性能の高い住宅・建築物の新築・改修に対
する補助、税制、融資等による支援、中小工務店等に
対する講習会の実施、省エネ性能に関するわかりやす
い表示の普及促進等の施策を講じてまいりました。引
き続き、関係省庁と連携しつつ、これらの施策を推進
し、住宅・建築物の省エネ化に取り組んでまいります。

（個性・活力ある地域の形成）
所有者不明土地問題については、昨年６月に成立し

た「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別
措置法」の積極的な活用に向け、ガイドラインの整備
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（一社）住宅生産団体連合会　会長　　阿部　俊則
　　　　　　　　（積水ハウス株式会社　代表取締役会長）

謹んで新年のご挨拶を申し
上げます。

昨年の豪雨、地震、及び台
風などの自然災害により、被
害を受けられた皆さまに心よ
りお見舞いを申し上げますと
ともに、一日も早い復興をお
祈りいたします。

今日、生活の基盤である住
宅は、より高度で多様なニー
ズに応えることが求められて
います。大規模災害に対応したシェルターとしての構
造強度は基より、電気やガスが途絶した状況下にあっ
ても生活を維持できるレジリエンス性が注目されてい
ます。また、気候変動対策として ZEH など高度な省
エネルギー性を備えた住宅の整備や既存住宅の省エネ
ルギー性の向上は喫緊の課題となっています。更に、
社会構造の変化や多様化する価値観の中で、高齢者の
暮らし易さや子育てのし易さ、高齢者や女性の社会参
加のし易さなど様々なニーズがあり、住宅業界は生産
技術の一層の向上を図ると同時に、AI や IoT などの
先端技術を積極的に導入しながら、高度化、多様化す
るニーズに対応への対応に取り組んでおります。

一方、全国的に空家の増加が問題となる中、人口減
少も相俟って、住宅の新設は抑制して既存住宅を活用
すべきとの意見もあります。しかし、例えば既存住宅
のうち現行の省エネルギー基準に適合するものは１割
にも満たないなど、その多くが断熱性や耐震性、また
はバリアフリー性などにおいて何らかの改修を必要と
しており、建替えとリフォームが両輪となって長寿命
で良質な住宅への更新がなされる必要があると考えて
おります。

既存住宅は今後、様々な形で活かしていく時代とな
ります。人々が自らのライフサイクルやライフスタイ
ルに合ったものを選んで居住できる、または、良質化
された既存住宅ストックの流通が活性化され、若者が
住宅を持ち易くなる、そういうストック型社会の整備
にも取り組む必要があると考えております。

前回の消費税率８％への引上げ後は民間住宅投資が
大きく落込み、既存住宅ストックの改善が遅れるとと
もに、景気へも負の影響を及ぼしました。このような
経験を踏まえ、当連合会では消費税率 10% への再引上
げにともなう需要の一層の落込みを防ぎ、平準化を図
るための対策として「住宅ローン減税の控除期間の延
長」や良質な住宅整備を図るための「ポイント制度の
創設」などを要望し、結果としてほぼ要望通りの形で
各種対策が実施されることとなりました。今後は、既
決の対策を含め消費税増税対策に関する正確な情報周
知を行い、安心して住宅の取得やリフォームがおこな
える市場環境の構築に向けて取り組んでまいります。

末筆となりましたが、会員皆様のご健勝、ご多幸を
お祈り申し上げます。

や協議会の設置等を通じ、地方公共団体の支援に努
めてまいります。また、関係閣僚会議で決定した基本
方針に基づき、土地に関する制度の在り方や地籍調査
を円滑かつ迅速に進めるための措置について、本年２
月をめどに方向性を示した上で、更なる検討を進めて
まいります。

景観・歴史まちづくりについては、景観計画や歴史
的風致維持向上計画の策定を促進するとともに、国で
指定した景観まちづくり刷新モデル地区において景観
の優れた観光資源の保全・活用等を行ってまいりまし
た。本年も引き続きこれらの取組を進めてまいります。

昨年 10 月からは、全国 41 地域において地域の風
景や観光資源などを図柄とした地方版の図柄入りプ
レートの交付を開始しております。また、2020 年度に
は全国 17 地域において新たな地域名表示の図柄入り
プレートの交付を開始する予定であり、“走る広告塔”
として地域の魅力を発信し、地域振興が図られるよう
一層の取組を進めてまいります。

高齢者、障害者を含む全ての人が住みよい街づくり
を進める観点から、バリアフリーの推進は大変重要
です。特に、2020 年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会はその好機であり、共生社会の実現に向
けて、バリアフリー法の改正、公共交通機関のバリア
フリー基準の見直し等を行いました。本年も、ユニバー
サルデザインの街づくり、心のバリアフリーをはじめと
する諸施策に省を挙げて取り組んでいくとともに、大
会後も見据え、全国各地における高い水準のバリアフ
リー化を進めてまいります。

厳しい経営状況に置かれているJR 北海道について、
国土交通省では、昨年７月に JR 北海道の経営改善に
関する国としての方針・考え方を公表しました。引き続
き、JR 北海道の経営改善に向け、地域の関係者の皆
様とともに、必要な支援、協力を実施してまいります。

奄美群島、小笠原諸島の特別措置法の延長をはじ
めとして、離島や半島地域、豪雪地帯など、生活条件
が厳しい地域や北方領土隣接地域に対しては、引き
続き生活環境の整備や地域産業の振興等に対する支
援を行ってまいります。明治記念大磯邸園については、

「明治 150 年」関連施策の一環として我が国の歴史遺
産の保存・活用を図るため、引き続き、地方公共団体
との連携の下、整備を進めてまいります。

アイヌ文化の復興等の拠点となる民族共生象徴空
間については、2020 年東京オリンピック・パラリンピッ
クに先立ち、同年４月に一般公開することから、年間
100 万人の来場者実現に向けて、国立民族共生公園
及び慰霊施設を整備するとともに、開業準備を進めて
まいります。

【結語】
国土交通省は、本年もその強みである現場力を活か

し、諸課題に全力で取り組む所存です。国民の皆様
の一層の御支援、御協力をお願いするとともに、本年
が皆様方にとりまして希望に満ちた、大いなる発展の
年になりますことを心から祈念いたします。
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（一社）住宅生産団体連合会　副会長　　市川　俊英
　　　　　　　　（三井ホーム株式会社　代表取締役社長）

2019 年の年頭にあたり、
謹んでご挨拶を申し上げま
す。

会員の皆様、並びに国土
交通省をはじめとするご関
係先の皆様には、当団体の
運営にあたり、日頃よりご
理解とご協力を賜り、心よ
り御礼申し上げます。

昨年は、「2018 年 今年の
漢字」に「災」が選ばれま
したように、西日本豪雨、大阪北部地震、北海道胆
振東部地震、そして台風 21 号による被害など、全
国で大きな自然災害に見舞われ、多くの方々が被災
されました。

改めまして被災された皆様に心よりお見舞い申
し上げます。

住宅事業に携わる者として、あらためて住まいの
安全・安心に関する使命を強く認識いたしました。

一方経済面においては、地政学的リスクや米・中
間の貿易摩擦等、先行きに対する警戒感は継続して
いるものの企業業績は堅調に推移していたことか
ら、全体として緩やかな回復基調が継続いたしまし
た。

住宅市場に関しましては賃貸住宅が減少傾向と
なる中で、新設住宅着工戸数は 94 万戸程度になる
見通しとなっており、全体としては昨年度並みの水
準で推移しております。

このような状況のもと、昨年 12 月 14 日に、与
党の平成 31 年度税制改正大綱が公表されましたが、
その中で、当連合会が消費税増税対策として要望し
ていた「住宅ローン減税の控除期間の延長」が実現
することとなりました。期限切れを迎える各種特例
措置の延長・拡充も認められ、更には予算に関する
年末の閣議決定において「次世代住宅ポイント制
度」も創設されることとなり、ご尽力いただきまし
たご関係先の皆様に心から御礼申し上げる所存で
す。今後、お客様に対しまして、消費税増税対策措
置の内容を正しくお伝えし、住宅市場が安定して推
移するよう努めることが重要と考えております。

少子高齢化や地球温暖化問題、空き家問題への対
応など、住宅業界が取り組むべき課題は山積してい
ます。国民一人ひとりの豊かな住生活を実現するた
めに、住宅事業者としての役割と責任をしっかりと
果たして参ります。

最後になりましたが、今年は己亥（つちのとい）
の年です。次の段階を目指して準備し、内部の充実
を心掛けると良い年になる由、私自身微力ではあ
りますが弛まず努力を続けて参ります。皆様にとっ
て今年一年が幸多き年となりますことを祈念いた
しまして、年頭のご挨拶とさせていただきます。

（一社）住宅生産団体連合会　副会長　　竹中　宣雄
　　　　　　　　（ミサワホーム株式会社　取締役会長）

2019 年を迎え、謹んで新
年のご挨拶を申し上げます。

昨年は、様々な自然災害が
相次いで発生して全国各地に
多くの被害をもたらしました。
お亡くなりになられた方も多
く、改めてご冥福をお祈りす
るとともに、被災された方々
が一日も早く、通常の生活を
取り戻されることを祈ってやみ
ません。

国内経済は 2012 年 12 月から始まった景気拡大基
調が続き、年明けには戦後最長記録を更新すると
予想されています。昨年 8 月に発行された経済財
政白書では「企業収益が過去最高となる中、雇用・
所得環境が改善し、所得の増加が消費や投資の拡大
につながるという『経済の好循環』が着実に回りつ
つある」と分析しています。

しかし、この間の新設住宅着工戸数は一進一退を
繰り返し、特に新築持家においてはリーマンショッ
ク翌年の着工戸数よりも少ない状況に留まってお
り、我々、住宅業界の現場の肌感覚では『景気の好
循環』は感じられません。

このような状況の中、住団連では消費税率が
10% に引き上げられた場合、従来から予定されて
いる「住まい給付金の拡充」と「住宅取得資金等贈
与税非課税枠の拡大」は効果が及ぶ範囲が限定的
で、また、これらの対策だけでは消費増税による負
担増をカバーすることは出来ず、益々 1 次所得者層
の住宅取得が困難になるという考えのもと、更なる
追加対策を国に強く求めてきました。

その結果、昨年 10 月の臨時閣議において、住宅
について、駆け込みやその反動減による需要変動が
起こらないよう税制・予算による十分な対策を検
討することとされ、これを受けて、年末に住宅ロー
ン減税期間の 3 年延長と、省エネ住宅等に対する「次
世代住宅ポイント制度」の創設が決まったのは、大
変ありがたいことです。

次に着手すべきは、決定された各種施策を少しで
も早く、正確に、住宅購入予定者に伝えることで
す。これらの施策を実効性のあるものとするため、
我々、住宅業界団体は国と連携して、積極的な広報
活動に取り組んでいきたいと思います。

末筆となりましたが、皆様のご健勝とご発展を祈
念いたしまして、年頭のご挨拶とさせていただきま
す。
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（一社）住宅生産団体連合会　副会長　　市川　晃
　　　　　　　　（住友林業株式会社　代表取締役社長）

新春を迎え、謹んで年頭の
ご挨拶を申し上げます。

昨年は、全国各地で大規模
な自然災害に見舞われまし
た。日本は「災害大国」であ
るという事を再認識すると同
時に、災害対策の重要性を改
めて実感した１年でした。被
災地の１日も早い復興へ力添
えとなるように取り組んでい
く所存です。

我が国の経済は、企業業績の堅調な推移や雇用・所
得環境等の改善により、戦後最長の景気拡大期とし
て、本年も引き続き緩やかに成長するものと予想され
ます。足元では消費者マインドは改善傾向にあるもの
の、実質所得の伸び悩みもあって実感の乏しさは否め
ず、本年 10 月の消費税率の引き上げによる影響も軽
視できません。

駆け込み需要とその反動減対策として、住宅ローン
減税の対象期間延長やすまい給付金の拡充、次世代住
宅ポイント制度の創設など受注の平準化を促す環境と
なってきましたが、少子高齢化による人口・世帯構成
の変化や首都圏への人口の一極集中、労働力人口の減
少、空き家の増加など住宅産業全体を取り巻く環境は、
依然として課題が山積しています。

なかでも、住宅ストックの活用が重要視されていま
すが、既存住宅には耐震性や省エネ性が十分に備わっ
ていないものも多数あります。近年大規模な地震が発
生していることもあり、住宅の耐震化は急務となって
います。また、日本はパリ協定において、温室効果ガ
スの排出量を 2030 年までに 2013 年度比で 26% 削減
することを目標に掲げております。この目標達成のた
めには、家庭部門での削減が達成のカギとなっており、
国を挙げての対応が急がれます。ZEHやLCCMといっ
た省エネ性を備えた住宅の普及促進策の拡充を期待し
ています。

一方で、国民がライフステージに応じて無理なく安
心して住宅を取得できるよう、リフォームや建て替え
により、耐震性や省エネ性を備えた良質な住宅を整備
し維持管理すると共に、建物の価値が適正に評価され
ることが望まれます。同時に、既存住宅の流通市場を
活性化させることも重要であり、インスペクションの
活用や「安心 R 住宅」制度などの取組みに加えて、既
存住宅の選択の幅を広げる環境整備がより一層必要と
されます。

住宅投資は内需の柱であり社会基盤の要です。消費
税率の引き上げにより国民の税負担が高まる中、住宅
取得の機会を奪ってはなりません。今回の消費税の増
税に対する、多角的な対策の効果に期待すると共に、
引き続き多岐多重にわたる住宅税制の抜本的な解消、
住宅消費税の恒久的な負担軽減も要望していきます。

末筆になりましたが、皆様にとってより良き年とな
りますよう、心より祈念いたしまします。

（一社）住宅生産団体連合会　副会長　　芳井　敬一
　　　　　　　　（大和ハウス工業株式会社　代表取締役社長）

平成 31 年の新春を迎え、
謹んでお慶び申し上げます。

会員の皆様には、当団体
の活動に対しまして日頃よ
り格別のご厚情を賜り厚く
御礼申し上げます。

昨年は自然災害が相次い
で発生し、各地で多くの被
害をもたらしました。お亡
くなりになられました方々
には謹んで哀悼の意を表し、
被害に遭われました方々には心よりお見舞い申し
上げ、被災されました地域の１日も早い復旧、復興
が進まれるようお祈り申し上げます。

日本経済は、全般的に緩やかな回復基調を示して
いますが、世界経済の不安要素が日本経済に影響を
与えることも懸念されております。新築住宅着工戸
数を見てみますと、全体では持家、貸家で対前年比
マイナスとなっており、厳しい状況が続いています。

そのような中、住団連としては、昨年、本年 10
月に予定されている「消費税 10％への引き上げ」
に対して、８％時に措置済みとされていた施策だけ
では、住宅着工の大きな落ち込みが懸念され、日本
経済に与える影響が心配されることから、「更なる
措置の拡充」を要望してまいりました。それに対し
て、昨年末に政府より、「住宅ローン減税の適用年
数の３年延長」や「次世代住宅ポイント制度の創設」
などの対策を決定していただくことができましたこ
とは、大変喜ばしいことでございます。ご尽力いた
だきました関係各所の皆様方には心より感謝申し上
げます。当団体としても、これらの施策を早く、正
しくお客様に伝え、消費税引き上げによる駆け込み・
反動減の平準化を行い、住宅投資が日本経済の成長
となるように進めてまいりたいと考えております。

昨今の自然災害を見るにつけ、やはり生活の基盤
は「住まい」にあると痛感いたしております。空家
問題などの課題が注目される一方、耐震性、断熱性、
省エネ性を含めた安心・安全で質の高い住宅の普及
はまだ充分とは言えません。住宅には、消費税を含
め、取得・保有において多種の税がかけられており、
優良な住宅の取得に対して大きな負担となりつつ
あります。これからも、会長と共に、このような課
題についてしっかりと向き合い、国民の豊かな住生
活を実現していくための活動を皆さまと共に進め、
少しでもお役に立てるよう活動してまいりたいと
考えておりますので、引き続きご指導を賜りますよ
う、よろしくお願い申し上げます。

最後となりましたが、会員皆様のご健勝とご多幸
を心より祈念いたしまして、新年のご挨拶とさせて
いただきます。
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◇�平成 31年度 住宅・土地関連税制等の改正概要

●消費税率引上げに伴う住宅取得・リフォーム支援策

１．住宅ローン減税の控除期間が３年延長（10年間が 13年間に）
　�　平成 31 年 10 月の消費税率引上げに際し需要変動の平準化に万全を期すため、消費税率 10％が適用され

る住宅の取得等をして、平成 31 年 10 月１日から平成 32 年 12 月 31 日までの間に居住の用に供した場合に
ついて、住宅ローン減税の控除期間（現行 10 年間）を３年間延長する措置が講じられます。

　　適用年の 11 年目から 13 年目までの各年の控除限度額は以下のいずれか小さい額となります。
　　・借入金年末残高（上限 4,000 万円）の１％
　　・建物購入価格（上限 4,000 万円）の２／３％（２％ ÷ ３年）
　　※ 認定住宅の場合、借入金年末残高の上限：5,000 万円、建物購入価格の上限：5,000 万円

２．すまい給付金の最大給付額は 30万円から 50万円へ
　�　すまい給付金は、住宅ローン減税の拡充措置を講じてもなお効果が限定的な所得層に対し、住宅取得に

係る消費税負担増をかなりの程度緩和するため、収入に応じ現金を給付する制度です。（2021 年 12 月末ま
でに引渡しを受け、入居した方が対象）

　�　消費税率の引上げに伴い、対象となる所得階層を拡充するとともに、給付額も最大 50 万円に引上げられ
ます。
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３．次世代住宅ポイント制度の創設　最大 35万ポイントを付与
　�　次世代住宅ポイント制度は、「環境」「安全・安心」「健康長寿・高齢者対応」「子育て支援、働き方改革」

に資する住宅の新築・リフォームに対して、様々な商品等と交換できるポイントを付与するものです。新
築が最大 35 万ポイント、リフォームは最大 30 万ポイント（若者・子育て世帯がリフォームを行う場合は
上限を引上げ）を上限にポイントが付与されます。

４．贈与税の非課税枠の大幅拡大　最大 1,200 万円が 3,000 万円に
　�　住宅取得等資金として、父母や祖父母等の直系尊属から贈与を受けると、下記の金額までの贈与につき

贈与税が非課税となる制度です。消費税率 10％が適用になる場合、質の高い住宅であれば最大 3,000 万円、
一般住宅であれば最大 2,500 万円まで（2019 年４月〜 2020 年３月契約の場合）が非課税となります。
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●平成 31 年度 税制改正

１．空き家の発生を抑制するための特例措置の延長・拡充（所得税・個人住民税）
　�　空き家の発生を抑制するために、相続人が家屋等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除が延長・拡充さ

れます。
　　（延長）�相続した空き家について、当該空き家を耐震改修したもの及びその敷地又は当該空き家を除却し

た後の敷地を譲渡した場合に、譲渡所得から 3,000 万円を控除する特例措置が４年間延長されま
す。

適用期限：平成 35 年 12 月 31 日
　　（拡充）被相続人が老人ホーム等に入居していた場合を対象に追加

２．買取再販で扱われる住宅の取得等に係る特例措置（不動産取得税）
　�　買取再販事業者が既存住宅を取得し、住宅性能の一定の向上のための改修を行った後に住宅を再販売す

る場合の不動産取得税の特例措置が延長・拡充されます。
　　（延長）�買取再販で扱われる住宅に係る不動産取得税について、以下の特例措置が２年間延長されます。
　　　・ 住宅部分：築年数に応じて一定額を減額
　　　・ 敷地部分：一定の場合（※）に、住宅の床面積の２倍にあたる土地面積相当分の価格等を減額
　　　　　　※ 対象住宅が「安心 R 住宅」である場合又は既存住宅売買瑕疵担保責任保険に加入する場合

適用期限：平成 33 年３月 31 日
　　（拡充）�省エネ改修について、現行の必須要件（全ての居室の全ての窓の断熱改修（全窓要件））に、住

宅全体の一定の省エネ性能を改修により確保した場合が追加されます。

３．サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長（固定資産税・不動産取得税）
　　（延長）サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制について、以下の特例措置が２年間延長されます。
　　　・固定資産税：２／３を参酌して１／２以上５／６以下の範囲内で条例で定める割合を５年間減額
　　　・不動産取得税：住宅について課税標準から 1,200 万円控除等

適用期限：平成 33 年３月 31 日

４．土地の所有権移転登記等に係る特例措置の延長（登録免許税）
　　（延長）土地の所有権移転登記等に係る登録免許税について、以下の特例措置が２年間延長されます。
　　　・移転登記：本則 2.0％ → 特例 1.5％
　　　・信託登記：本則 0.4％ → 特例 0.3％

適用期限：平成 33 年３月 31 日
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<委員会活動（11/16〜 12/15）>
【専門委員会】
◎住宅性能向上委員会 SWG1	 （11 月 26 日）
　・�10/29 第 16 回建築環境部会の議論の方向性につ

いて　⇒方向性ついて確認された。
　・�各社の換気方式について　⇒内容を確認。
　・�ZEH の定義（改訂案）に対する意見について　

⇒フォローアップ委員会に対する意見内容を確認
　・�長期優良住宅に関するアンケートについて　⇒集

約内容を確認。
　・�東京エコハウスについて　⇒第３回資料内容（水

準等）を確認。（星島委員）
◎住宅性能向上委員会 SWG2	 （12 月４日）
　・�住宅事業者向け建築物省エネ法講習会の申込状況　

⇒申込 84％、少ない会場のフォロー検討。
　・�省エネ住宅消費者普及 TF 活動状況について　⇒

小冊子完成報告　⇒エコプロ 2018 セミナーマ
ニュアル、役割分担検討。

◎省エネ住宅消費者普及WG（TF）
（11 月 19 日、22 日、26 日）

　・�小冊子原稿について　⇒現行の最終詰め、入稿を
確認。

　・�普及セミナーについて　⇒エコプロ2018セミナー
マニュアル、役割分担検討。

◎ IoT等先進技術活用WG	 （12 月 14 日）
　・�スマートホーム部会サイバーセキュリティ WG ヒ

アリング　⇒各住居の構成・契約形態等の特性に
合ったセキュリティの課題や対策要件を提案し
た。

　・�「電気設備の技術基準の解釈」の一部改正につい
て　⇒今後の対応について、JPEA（太陽光発電
協会）と協議中であることの報告があった。

　・�臨時スマートホーム部会について　⇒「生活空間
におけるサイバー／フィジカル融合促進事業」に
補助要件を検討中であることの報告があった。

　・�スマートホームデータカタログ WG について　⇒
「データカタログ作成ガイドライン」についての
報告があった。

◎住宅ストック委員会	 （12 月 11 日）
　・�「住宅ストック研究会」の平成 30 年度下期の活動

状況について　⇒浴野座長より、下記２テーマに
ついて活動の中間報告とディスカッション。

　　１）�下期、各団体・社にて集約した「リフォーム
多能工化推進策」の検討アンケート回答の内
容を、WG にて整理したとりまとめ（一次案）
の提案。

　　２）�９月、税制・金融委員会が実施した「買取再
販の現状の課題と今後の取組」に関するアン

◇「 」に住団連 出展
(12/6木、７金、８土)

　住団連では、住宅の省エネに対する消費者の意識
向上を目的として、このたび東京ビックサイトで開
催された「エコプロ 2018」（総来場者数：162,217 人）
に出展致しました。住団連ブースでは、断熱ガラス
の体験コーナーや性能向上委員会にて作成した小
冊子の配布のほか、秋元　孝之先生（芝浦工業大学　
建築学部　建築学科　教授）を講師にお招きたセミ
ナーを開催致し、約 250 名のご参加がありました。
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う。
　・�第１回 建設業社会保険推進 ･ 処遇改善連絡協議

会ワーキンググループについて　⇒会議に出席さ
れた松浦委員より、資料内容についてご説明いた
だいた。⇒ WG の検討課題は、①社会保険加入と
法定福利費の確保②建設キャリアアップシステム
の普及促進　⇒③技能や経験にふさわしい処遇の
実現④建設業退職金共済制度の更なる活用 ･ 普及

　・�建設キャリアアップシステムの状況について　⇒
胡オブザーバーから、現時点の状況についてご説
明いただいた。

◎建築規制合理化委員会WG	 （11 月 16 日）
　・�リフォーム関係の要望について　⇒ニーズと規制

について委員の意見をもとに進め方を事務局で作
成する。

　・�基整促事業の状況報告　⇒ F12（防火設備（窓））
参加委員より検討部会資料の報告。⇒ F13（屋根・
軒裏）参加委員より検討部会資料の報告。住団連
はニーズ調査の WG に参加。

　・�表面材の留め付け方法について　⇒留め付け方法
の整理に対して修正意見をお願いする。

　・�確認申請の電子化について　⇒予算要求を行って
いる段階であるが、すそ野を広げていく。

◎基礎・地盤技術検討WG	 （11 月 16 日）
　・�SWS 試験の JIS 改訂進捗報告　⇒ SWS の名称は

変更なし。改訂の素案が完成、５年毎の改定。⇒
プレ協より、大臣認定、型式認定等への影響につ
いて意見。⇒小規模建築物の定義について意見。

　・�ベターリビング「地盤改良指針」改定について　
⇒東京、大阪、名古屋にて説明会を開催。

　・�建築技術コンソの進捗について　⇒第４回研究会
の議事報告。

◎建設業法勉強会	 （11 月 29 日）
　・�低層共同住宅の業務形態について　⇒各社より業

務形態、組織形態について説明。⇒今後の進め方
の参考とする。

　・�工事現場における IT 活用について　⇒取り組み
状況について説明と意見交換。⇒各社異なる取り
組みをしている、他の報告をお願いする。

◎WG「まちな・み力創出研究会」	 （11 月 22 日）
　・�まちな・み力創出研究会　SWG2　⇒ 10/22 実施

分「吉祥寺まちなみサーベイ」の結果取りまとめ。
◎住生活月間中央イベント企画運営委員会

（12 月３日）
　・�H30 度第４回企画運営委員会　⇒第 30 回報告書

（案）について。

ケート集計結果の報告。
　・�「住宅ストック委員会」の今後の活動の方向性に

ついて　⇒研究会にて現状の課題と問題点を再度
整理し、重点テーマの絞り込み。

◎住宅ストック研究会	 （12 月 10 日）
　・�「リフォーム多能工化推進策」の検討アンケート　

まとめ（一次案）について　⇒浴野座長より、前
回、各団体・社にて集約したアンケート回答の内
容を、建設業法上の観点から整理したとりまとめ

（一次案）を提案の上、議論。
　・�多能工勉強会　水廻り住宅設備機器リフォーム工

事工程での関連工種について、ご講話⇒（株）リ
クシル吉原委員より、同テーマに関して多方面か
ら収集した具体的事例をご紹介いただくととも
に、委員との質疑応答。

　・�買取再販アンケート（住団連事務局作成）の報告
⇒９月、税制・金融委員会が実施し、とりまとめ
たアンケート結果に関して、浴野座長より、「買
取再販の現状の課題と今後の取組について」報告。

◎環境委員会	 （12 月 13 日）
　・�環境省 気候変動適応計画の閣議決定及び意見募

集の結果について　⇒気候変動適応計画の内容を
確認した。

　・�環境省 平成 30 年度「地球温暖化防止月間」にお
ける取組について　⇒「地球温暖化防止月間の取
組内容を確認した。

　・�経済産業省開催 水素閣僚会議について　⇒水素
閣僚会議の開催概要と東京宣言の内容を確認し
た。

　・�省エネルギー ･ 省資源対策推進会議省庁連絡会議
　　�冬季の省エネルギーの取組について　⇒各省庁の

冬季の省エネルギーへの取組内容を確認した。
　・�産業廃棄物分科会の今後のありかたについて　⇒

産業廃棄物分科会の今後のありかたについて、意
見交換を行った。

◎工事CS・安全委員会	 （12 月４日）
　・�第３回 建築大工技能者の能力評価検討会につい

て　⇒資料内容の確認を行った。⇒レベル評価に
ついて、工法別に各団体が行うのではなく、統一
して評価を行う方向で議論、検討が進んでいる。

　・�公明党 国土交通部会「建設業の災害対応及び働
き方改革についてのヒアリング」について　⇒ヒ
アリング時の他団体の資料内容を確認した。

　・�住宅工事現場の働き方改革 ガイドラインについ
て　⇒現時点のガイドライン案で、来年１月に開
催される住団連運営委員会にて意見を伺うことを
事務局から説明。⇒ガイドラインの中に中間目標
を数値で記載が可能かどうかを、今後、検討を行




